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要 約  
 
Global EV Outlook は、世界における電動モビリティの最近の動向を特定・評価する国際エネルギ
ー機関(IEA)の年次刊⾏物で、電気⾃動⾞イニシアチブ(EVI)のメンバーの⽀援を受けてまとめられ
たものである。このレポートは、過去のデータの分析と予測(現在は 2035 年まで延⻑)を組み合わ
せて、EV や充電インフラの普及、バッテリー需要、投資動向、主要市場と新興市場における関連
する政策動向など、主要な関⼼分野を調査している。また、EV の普及が電⼒や⽯油の消費、温室
効果ガスの排出にどのような影響を与えるかについても考察している。このレポートには、主要市
場から学んだ教訓の分析が含まれており、EV の普及を⽀援する政策枠組みと市場システムについ
て、政策⽴案者や利害関係者に情報を提供するものである。今回は、EV の⼿頃な価格、中古市
場、EV とそのバッテリーのライフサイクルエミッション、中型および⼤型 EV トラックの充電によ
るグリッドへの影響の分析も取り上げている。また、Global EV Data Explorer と Global EV Policy 
Explorer の 2 つのオンラインツールも⽤意されており、ユーザーは世界中の EV の統計や予測、政
策措置をインタラクティブに調べることができる。  
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◆エグゼクティブサマリー 
EV の販売台数は、主要市場の進展と新興国経済の回復により、堅調に推移  
EV の販売台数は増加を続けており、2024 年には約 1,700 万台に達する可能性があり、世界で販売
される⾃動⾞の 5 台に 1 台以上を占めている。EV は、より多くの国で⼀般向け商品になるための
進歩が続いている。利益率の逼迫、バッテリー⾦属価格の変動、⾼インフレ、⼀部の国での購⼊イ
ンセンティブの段階的廃⽌により、業界の成⻑ペースに対する懸念が⾼まっているが、世界の販売
データは依然として堅調である。2024 年第 1 四半期の EV の販売台数は、2023 年第 1 四半期と⽐
較して約 25%増加し、2022 年の同時期に⾒られた前年同期⽐の伸びとほぼ同じであった。2024 年
の EV の市場シェアは、メーカー間の競争、バッテリーと⾃動⾞の価格下落、継続的な政策⽀援に
⽀えられ、中国で最⼤ 45%、欧州で 25%、⽶国で 11%以上に達する可能性がある。 
 
2024 年は記録的な成⻑が期待できる年：2023 年の EV の世界販売台数は 1,400 万台に近づき、全
販売台数の 18%に達した。これは、2022 年の 14%から増加している。2023 年の EV 販売台数は、
2022 年より 350 万台増加し、前年⽐ 35%増となった。多くの主要市場が新しい段階に⼊り、アー
リーアダプター（早期利⽤者）からマスマーケットに導⼊がシフトしているにもかかわらず、堅調
な成⻑を⽰している。昨年は毎週 25 万台以上の EV が販売され、わずか 10 年前の年間販売台数を
上回った。中国の⾃動⾞メーカーは、内燃機関を搭載した⾃動⾞の世界販売台数のわずか 10%しか
占めていないにもかかわらず、2023 年に世界で販売された EV の半分以上を⽣産している。  
 
中国以外の新興国・発展途上国における EV の販売ペースが、EV の世界的な成功を左右する。 
2023 年の EV 販売台数の⼤部分は、中国(60%)、欧州(25%)、⽶国(10%)であった。⼀⽅、これら
の地域は世界の⾃動⾞販売台数の約 65%を占めており、EV の販売台数は従来⾞両よりも地理的に
集中している。新興国における EV の販売台数は、3 ⼤市場の販売台数に遅れをとっているが、
2023 年にはベトナム(全⾃動⾞販売台数の約 15%)やタイ(10%)などの国々で成⻑が加速した。⼤き
な⾃動⾞市場を持つ新興国では、EV のシェアは依然として⽐較的低いが、いくつかの要因により
さらなる成⻑が⽰されており、EV やバッテリー製造に対する購⼊補助⾦やインセンティブなどの
政策措置が重要な役割を果たしている。EV の市場シェアが 2%のインドでは、⽣産連動型インセン
ティブ(PLI)制度が国内製造の⽀援になっている。ブラジル(シェア 3%)、インドネシア、マレーシ
ア(シェア各 2%)、タイでは、中国ブランドを中⼼とした廉価モデルが普及をけん引している。メ
キシコでは、⽶国のインフレ抑制法(IRA)による補助⾦へのアクセスに刺激され、EV のサプライチ
ェーンが急速に発展している。  
 
 
政策⽀援が迅速な電動化が続くという信頼を⾼め、産業界の投資を後押し 
2035 年に世界で販売されるあらゆる⾃動⾞は、IEA の表明政策シナリオに反映されているよう
に、今⽇のエネルギー、気候、産業政策の枠組みに基づいて電化されるよう設定されている。これ
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は、⾃動⾞運⾏に⼤きな影響を与える。このシナリオでは、早ければ 2030 年には中国の道路を⾛
る⾞のほぼ 3 台に 1 台が EV になり、⽶国と EU の両⽅でほぼ 5 台に 1 台が EV になる。乗⽤⾞、
バン、トラック、バス、⼆輪⾞、三輪⾞など、あらゆるタイプの EV の急速な普及により、2030 年
には⽇量 600 万バレル、2035 年には⽇量 1,000 万バレル以上の⽯油需要が回避される。これは、
現在⽶国で道路輸送に使⽤されている⽯油の量に相当する。カナダ、EU、⽶国で昨年採⽤された新
しい排出ガス基準など最近の政策動向により、急速な電動化への期待が引き続き強まっている。ま
た、⽶国の IRA、EU ネットゼロ産業法、中国の第 14 次 5 カ年計画、インドの PLI スキームなど
の産業インセンティブも、これらの国の EV サプライチェーン全体で付加価値を⾼め、雇⽤を創出
することを奨励している。「公表された誓約シナリオ」にあるように、各国政府が策定したすべて
の国家エネルギー・気候⽬標が完全かつ期限内に達成されれば、2035 年に販売される⾃動⾞の 3
分の 2 が EV となり、約 1,200 万バレル/⽇の⽯油を回避できる可能性がある。  
 
⼒強い成⻑への期待が、EV サプライチェーンへの投資を後押ししている。最近の報告によると、
2022 年から 2023 年にかけて、EV およびバッテリー製造への投資発表は合計で約 5,000 億⽶ドル
に達し、そのうち約 40%がコミットされている。2023 年の世界の⾃動⾞販売台数の 90%以上を占
める⼤⼿⾃動⾞メーカー20 社以上が電動化⽬標を掲げている。すべての⼤⼿⾃動⾞メーカーの⽬標
を合わせると、2030 年には 4,000 万台以上の電気⾃動⾞が販売される可能性があり、これは現在
の政策設定で予測される導⼊レベルを満たす。  
 
世界的にみると⾃動⾞メーカーや政府が発表した公約を実現するための⼗分なバッテリー製造能⼒
が、最終投資決定に⾄った。過去 5 年間の⾼⽔準の投資のおかげで、2023 年の世界の EV バッテリ
ー製造能⼒は約 2.2 テラワット時と需要 750 ギガワット時をはるかに上回った。需要は急速に伸び
る⾒込みで、2035 年までに 2023 年⽐で 7 倍、公表された誓約シナリオで 9 倍、今世紀半ばまでに
エネルギー部⾨の排出量をネットゼロにする道筋を⽰す 2050 年までにネットゼロエミッションシ
ナリオで 12 倍に増加する⾒込みである。製造能⼒は需要に追いつくことができると思われ、コミ
ットされた既存のバッテリー製造能⼒だけでも、2030 年のネットゼロへの道筋のニーズに実質的
に合致している。このような⾒通しは、中国以外の新興市場を含むバッテリーおよび鉱業企業にと
ってサプライチェーン全体に⼤きな事業機会をもたらしているが、余剰⽣産能⼒が利益率を圧迫し
ており、さらなる市場統合につながる可能性がある。 
  
 
EV への移⾏ペースは、価格が⼿頃かどうかにかかっている 

EV は、競争が激化するにつれて特に中国で安価になっているが、その他の市場においては内燃機
関を搭載した⾞よりも⾼価であることに変わりはない。EV への急速な移⾏には、より⼿頃な価格
のモデルを市場に投⼊する必要がある。中国では、2023 年に販売された電気⾃動⾞の 60%以上
が、すでに平均的な内燃機関⾞よりも安価になっていると推定されている。ただし、EV は国や⾃
動⾞セグメントにもよるが、欧⽶では同等の内燃機関の⾞よりも 10%から 50%⾼いままである。
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2023 年には、世界で販売されている電気⾃動⾞の 3 分の 2 が⼤型⾞、ピックアップトラック、ス
ポーツ⽤多⽬的⾞であり、平均価格を押し上げている。同等の価格にいつに達するかは、さまざま
な市場変数に左右されるが、現在の傾向では、中国以外の主要な EV 市場では、ほとんどのモデル
で 2030 年までに同等価格に達する可能性があることが⽰されている。  
 
EV バッテリーの価格下落のペースと同様に、⾃動⾞メーカーの価格戦略が⼿頃な価格にするため
に重要である。 2022 年のバッテリー⾦属マーケットの混乱により、リチウムイオンパックは初め
て価格が上昇し、2021 年よりも 7%⾼価になった。しかし、2023 年には、バッテリーの製造に使
⽤される主要⾦属の価格が下落し、パッケージ価格は前年⽐で 14%近く下落した。中国は依然とし
て最も安価なバッテリーを供給しているが、バッテリーがグローバル化するにつれて、地域全体の
価格が収束しつつある。リン酸鉄リチウム電池は、リチウム、ニッケル、マンガン、酸化コバルト
をベースとする電池よりも⼤幅に安価で、2023 年の世界の EV 販売台数の 40%以上を占め、2020
年の 2 倍以上のシェアを占めている。今後、リチウムを必要とせずにリチウムベースの電池よりも
20%もコストが下がるナトリウムイオン電池などの斬新な設計や化学的性質を拡⼤するためには、
技術⾰新が引き続き重要になる。  
 
中国以外の発展途上国では、より⼿頃な価格の EV モデルが登場しており、電動⼆輪⾞と電動三輪
⾞の未来はすでに明るいように⾒える。2023 年には、主要な新興国・発展途上国における EV 販売
の 55%から 95%が、平均的な消費者には⼿の届かない⼤型モデルであり、⼤衆市場への普及を妨
げている。しかし、2022 年と 2023 年に発売されたはるかに⼿頃な価格の⼩型のモデルである、特
に海外に進出する中国の⾃動⾞メーカーの EV が急速にベストセラーになった。⼿頃な価格の電動
⼆輪⾞や三輪⾞もすでに販売されており、⼤気質の改善や排出ガスの削減など、すぐにメリットを
享受することができる。2023 年にはインドと東南アジアで約 130 万台の電動⼆輪⾞が販売され、
それぞれ総販売台数の 5%と 3%を占めた。2023 年に世界で販売された三輪⾞の 5 台に 1 台は EV
であり、インドで販売された⾞の 60%近くが EV の迅速な導⼊と製造(FAME II)補助⾦制度によっ
て後押しされた。  
 
EV 市場が成熟するにつれて、中古の EV はより広く利⽤できるようになる。2023 年の中古 EV の
市場規模は、中国で約 80 万台、⽶国で約 40 万台、フランス、ドイツ、イタリア、スペイン、オラ
ンダ、英国で約 45 万台以上であった。中古 EV の価格は急速に下落し、同等の内燃機関の⾞と競争
できるようになってきている。今後、中古 EV の国際取引も増加し、中国以外の新興国や発展途上
国への取引も増加すると予想される。  
 
バッテリーリサイクル業界は、2030 年代に向けて準備を進めている。サプライチェーンの持続可
能性とセキュリティのために、リサイクルと再利⽤が必要である。多くの技術開発者は、EV の寿
命までの間、市場でのポジションを確⽴しようとするが、想定するポジションは、EV の寿命が終
わる場所と必ずしも⼀致しているとは限らない。世界のバッテリーリサイクル能⼒は、2023 年に
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300 ギガワット時に達した。発表されているすべてのプロジェクトが実現すれば、2030 年には
1,500 ギガワット時を超える可能性があり、そのうち 70%は中国で賄われることになる。世界的に
発表されているリサイクル能⼒は、2030 年に EV が寿命を迎える可能性のあるバッテリーの供給量
の 3 倍以上である。EV のバッテリーの寿命終了は 2030 年代後半から急速に増加すると予想されて
いる。  
 
公共充電の普及は、EV の販売と歩調を合わせる必要がある  

2023 年の世界の公共充電ポイントの設置数は 2022 年⽐で 40%増加し、急速充電器の成⻑は低速
充電ポイントの成⻑を上回った。主要な EV 市場では、的を絞った政策により、充電ポイントの設
置が急速に進んでいる。⼤衆市場が電気による輸送に切り替え、⻑距離の移動を可能にするために
は、公共の充電インフラへの広範で⼿頃な価格でのアクセスが必要になる - たとえほとんどの充
電が住宅や職場で私的に⾏われ続けたとしても。「公表された政策シナリオ」で EV の普及レベルに
達するには、2035 年までに公共充電を 6 倍に増やす必要がある。  
 
トラックや⼤型バスなどの⼤型電動⾞両が道路を⾛るようになると、柔軟な専⽤充電が必要にな
る。2023 年、EV バスはバスの総販売台数の 3%を占めた。EV トラックの販売台数は 2022 年と⽐
較して 35%増加し、中国で約 3%、欧州で 1.5%のトラック販売台数を占めている。現在の政策設
定では、⽶国と EU の排出ガス規制強化により、EV バスの保有は 2035 年までに 7 倍、EV トラッ
クの保有は約 30 倍に増加する。このレベルの導⼊には、2035 年までに充電容量を 20 倍に増やす
必要があり、⾞庫だけでなく、主要な輸送ルートに沿って⻑距離トラック輸送を可能にする充電容
量を増やす必要がある。⼤容量充電の増加は、電⼒網の拡⼤と運⽤に重要な意味を持ち、柔軟性の
向上と再⽣可能エネルギーの統合の機会をもたらす。政策⽀援、慎重な計画、調整が、地域の送電
網への負担を抑えながら、安全で安価かつ低排出の電⼒供給を確保するために不可⽋である。  
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◆電気⾃動⾞イニシアチブ  
電気⾃動⾞イニシアティブ(EVI)は、クリーンエネルギー⼤⾂会議(CEM)の下で 2010 年に設⽴さ
れた複数政府の政策フォーラムである。EVI は、EV がもたらす事業機会を認識し、専ら世界中で
EV の普及を加速させることを⾏っている。そのために、電動モビリティに関連する政策課題をよ
りよく理解し、政府がそれらに対処するのを⽀援し、政府の政策⽴案者間の知識共有のためのプラ
ットフォームとして機能するよう努めている。また、EVI は、充電インフラやグリッド統合、EV
バッテリーのサプライチェーンなど、電動モビリティへの移⾏に重要なトピックについて、政策⽴
案者と他のさまざまなパートナーとの交流を促進している。  
 
国際エネルギー機関(IEA)がこのイニシアチブのコーディネーターを務めている。2023-24 年の期
間に EVI に積極的に参加した政府は、カナダ、チリ、中国、フィンランド、フランス、ドイツ、イ
ンド、⽇本、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スウェーデ
ン、英国、⽶国である。カナダ、中国、オランダ、⽶国が共同のリーダー国である。  
 
Global EV Outlook の年次シリーズは、EVI の主⼒出版物である。世界中の電動モビリティの進展
を追跡・監視し、⾃動⾞交通部⾨の電動化を加速させる最善の⽅法について政策⽴案者に情報を提
供している。  

 
 


